
板橋区保育従事職員等処遇改善事業補助要綱 

 

                         （令和５年２月 28日区長決定） 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、少子高齢化への対応の最前線において働く保育従事職員等の処遇の

改善のため、賃上げ効果が継続される取組みに要する費用の一部を予算の範囲内で補助

することを目的とする。 

 

（対象施設・事業） 

第２条 この補助金の交付対象となる施設又は事業（以下「補助対象施設・事業」という。）

は、板橋区内において国、地方公共団体以外の者が設置・運営する次の各号のいずれかに

該当する施設又は事業とする。 

(１) 東京都認証保育所事業実施要綱（平成 13年５月 7日付 12福子推第 1157号）に規 

定する東京都認証保育所（地方裁量型認定こども園を除く。以下「認証保育所」と

いう。） 

(２) 東京都一時預かり事業・定期利用保育事業実施要綱（平成７年 10月 23日付７福

子推第 276号）第３中２の規定に基づき板橋区が実施する定期利用保育事業 

 (３) 東京都病児保育事業実施要綱（平成 21年９月８日付 21福保子保第 375号）第４

の１又は２の規定に基づき板橋区が実施する病児・病後児保育事業 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する施設、事業を設置・運営す

る者は、交付の対象としない。 

(１) 施設、事業を設置・運営する者が個人の場合であって、特別区民税及び軽自動車

税を滞納していること。 

(２) 施設、事業を設置・運営する者が法人の場合であって、法人住民税を滞納してい

ること。 

(３) 暴力団（東京都板橋区暴力団排除条例（平成 24年東京都板橋区条例第 28号。以

下「暴排条例」という。）第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

(４) 法人その他の団体の代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員に暴

力団員等（暴力団並びに暴排条例第２条第２号に規定する暴力団員及び同条第３号

に規定する暴力団関係者をいう。）に該当する者があるもの。 

３ 次の各号のいずれかに該当する補助対象施設・事業に対しては、補助金の全部又は一

部を交付しないことができる。 

(１) 児童福祉法、社会福祉法（昭和 26年法律第 45号）又はこれらの法律に基づく命

令の規定に違反したもの 

(２) 児童福祉法、社会福祉法又はこれらの法律に基づく命令の規定に違反した者が設

置するもの 

(３) 社会福祉法その他の法律の規定に基づき国の行政機関の長及び地方公共団体の

長が実施する指導検査における行政指導（文書による指導に限る。以下同じ。）につ

いて、度重なる指導にもかかわらず、改善しないもの又は改善の見込みがないもの 



(４) 社会福祉法その他の法律の規定に基づき国の行政機関の長及び地方公共団体の

長が実施する指導検査における行政指導について、度重なる指導にもかかわらず、

改善しないもの又は改善の見込みがない者が設置するもの 

 

（補助対象経費等） 

第３条 補助金の交付対象となる経費は、補助対象施設・事業が行う保育従事職員等の処遇

改善のための事業に要する経費（以下、補助対象経費という。）とし、対象となる職員、事

業の要件等については、別記に定めるとおりとする。 

  

（補助金の算定方法） 

第４条 交付する補助金の額は、施設・事業種別ごとに賃金改善部分について、別表に定め

る補助基準額を基に算定された額と、第３条の補助対象経費とを比較して、いずれか少な

い額とする。 

 

（交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする民間保育所等の設置者（以下「申請者」という。）

は、保育従事職員等処遇改善事業補助金交付申請書（別記第１号様式）を、保育従事職

員等処遇改善事業賃金改善計画書（認証保育所においては別記第２-１号様式、定期利用

保育事業及び病児・病後児保育事業においては別記第２-２号様式）を添えて、別に定め

る日までに区長に提出しなければならない。 

 

（交付決定通知等） 

第６条 区長は、前条の規定に基づく申請を受けたときは、その内容について審査し、適

当と認める場合は交付決定通知書（別記第３号様式）により、不適当と認める場合は不

交付決定通知書（別記第４号様式）により、それぞれ申請者に通知するものとする。 

 

（変更交付申請等） 

第７条 交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、この補助金の交付申請の

内容を変更する場合は、保育従事職員等処遇改善事業補助金変更交付申請書（別記第５

号様式）を、保育従事職員等処遇改善事業賃金改善変更計画書（認証保育所においては

別記第６-１号様式、定期利用保育事業及び病児・病後児保育事業においては別記第６-

２号様式）を添えて、別に定める日までに区長に提出しなければならない。 

２ 区長は、前項の変更交付申請があったときは、その内容について審査し、変更交付の

内容を決定し、変更交付決定通知書（別記第７号様式）により通知するものとする。 

 

（補助金の請求） 

第８条 交付決定者は、第６条又は前条の交付決定通知書に基づき、保育従事職員等処遇

改善事業補助金請求書（別記第８号様式）により区長に補助金を請求するものとする。 

 

（補助金の交付） 



第９条 区長は、前条の規定に基づき交付決定者から請求を受けたときは、補助金を交付

するものとする。 

 

（承認事項) 

第１０条 交付決定者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、あらかじめ区長の承認

を受けなければならない。ただし、第１号に掲げる事項のうち軽微なものについては、

この限りでない。 

(１）補助事業の内容を変更しようとするとき 

(２）補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき 

 

（事故報告等） 

第１１条 交付決定者は、補助事業の遂行が困難となった場合においては、速やかにその

理由その他必要な事項を書面により区長に報告し、その指示を受けなければならない。 

 

（状況報告） 

第１２条 交付決定者は、区長の求めに応じて、補助事業の遂行の状況に関し書面により

報告しなければならない。 

 

（遂行命令等） 

第１３条 区長は、交付決定者が提出する報告又は地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）

第 221 条第２項の規定による調査等により、補助事業がこの補助金の交付の決定の内容

又はこれに付した条件に従って遂行されていないと認めるときは、交付決定者に対し、

これらに従って補助事業を遂行すべきことを命ずる。 

２ 交付決定者が前項の命令に違反したときは、区長は、交付決定者に対し、当該補助事

業の一時停止を命ずることができる。 

 

（事業実績報告） 

第１４条 交付決定者は、事業が完了したときは、保育従事職員等処遇改善事業補助金実

績報告書（別記第９号様式）を、保育従事職員等処遇改善事業賃金改善実績報告書（認

証保育所においては別記第１０-１号様式、定期利用保育事業及び病児・病後児保育事業

においては別記第１０-２号様式）を添えて、別に定める日までに区長に提出しなければ

ならない。 

 

（補助金の額の確定） 

第１５条 区長は、前条の規定による実績報告の審査及び必要に応じて行う現地調査等に

より、補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合してい

ると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、保育従事職員等処遇改善事業補助

金交付額確定通知書（別記第１１号様式）により通知するものとする。 

２ 前項の規定により確定する交付すべき補助金の額は、第６条または第７条で決定した

額又は実績報告書の賃金改善に要した経費の総額のうちいずれか低い額とする。 



（是正のための措置） 

第１６条 区長は、前条の規定による調査等の結果、補助事業の成果がこの交付の決定の

内容及びこれに付した条件に適合しないと認めるときは、交付決定者に対し、当該補助

事業につき、これらに適合させるための処置をとることを命ずることができる。 

 

（交付決定の取消し） 

第１７条 区長は、交付の決定の後においても、事情の変更により特別の必要が生じたと

きは、この交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又はこの交付の決定の内容若し

くはこれに付した条件を変更することができる。ただし、既に経過した期間に行った事

業に係る部分については、この限りでない。 

２  区長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当した場合は、この交付の決定の全部

又は一部を取り消す。ただし、第５号を除き、第１５条の規定により交付すべき補助金

の額の確定があった後においても適用があるものとする。 

(１) 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき 

(２) 補助金を第３条に定める用途以外に使用したとき 

(３)  その他この交付の決定の内容又はこれに付した条件その他法令若しくはこの 

交付の決定に基づく命令に違反したとき 

(４) 交付決定者が第２条第３項に該当するに至ったとき 

(５) 交付決定者が別に定める期日までに第１４条に規定する実績報告書を提出しな 

かったとき 

 

（補助金の返還） 

第１８条 区長は、第１５条の規定により補助金の額が確定し、返還させるべき額がある

場合は、期限を定めて補助金の返還を命ずるものとする。 

２ 区長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、当該取消し

に係る部分について、既に補助金を交付しているときは、期限を定めて当該補助金の返

還を命ずるものとする。 

 

（違約加算金及び延滞金） 

第１９条 交付決定者は、第１７条の規定によりこの交付の決定の全部又は一部を取り消

され、補助金の返還を命じられたときは、当該命令に係る補助金の受領の日から納付の

日までの日数に応じ、当該補助金の受領額（その一部を納付した場合におけるその後の

期間については、既納付額を控除した額）につき、年 10.95 パーセントの割合で計算し

た違約加算金（100円未満の場合を除く。）を納付しなければならない。 

２ 交付決定者は、補助金の返還を命じられたにもかかわらず、これを納付期限までに納

付しなかったときは、納付期限の翌日から納付の日までの日数に応じその未納額につき、

年 10.95パーセントの割合で計算した延滞金（100円未満の場合を除く。）を納付しなけ

ればならない。 

 

（違約加算金の計算） 



第２０条 補助金が２回以上に分けて交付されている場合における前条第１項の規定の適

用については、返還を命じられた額に相当する補助金は、最後の受領の日に受領したも

のとし、当該返還を命じられた額がその日に受領した額を超えるときは、当該返還を命

ぜられた額に達するまで順次さかのぼり、それぞれの受領の日において受領したものと

する。 

２ 前条第１項の規定により、申請者が納付した違約加算金額が返還を命じた補助金の額

に達するまでは、当該返還を命じた補助金の額に充てるものとする。 

 

（延滞金の計算） 

第２１条 第１９条第２項の規定により延滞金の納付を命じた場合において、返還を命じ

た補助金の未納額の一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以後の期間に係る延

滞金の計算の基礎となるべき未納額は、その納付金額を控除した額によるものとする。  

 

（他の補助金等の一時停止等） 

第２２条 区長は、交付決定者に対し、補助金の返還を命じ、交付決定者が当該補助金、

違約加算金又は延滞金の全部又は一部を納付しない場合において、交付決定者に対して、

同種の事務又は事業について交付すべき補助金等があるときは、相当の限度においてそ

の交付を一時停止し、又は当該補助金と未納額とを相殺するものとする。 

 

(補助対象施設・事業の運営上の留意事項) 

第２３条 交付決定者は、補助対象施設・事業の運営に当たっては、補助対象施設・事業

の運営に係る関係法令等に留意し、遵守しなければならない。 

 

（関係書類の整備保管） 

第２４条 交付決定者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を整え、当該

収入及び支出について証拠書類を整理し、かつ当該帳簿及び証拠書類を実績報告後５年

間保管しておかなければならない。 

 

（準用） 

第２５条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関して必要な事項は、東京都板

橋区補助金等交付規則（昭和 42年板橋区規則第３号）に定めるところによる。 

 

（委任） 

第２６条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、子ども家

庭部長が別に定める。 

 

付 則 

 この要綱は、区長決定の日から施行し、令和４年１０月１日から適用する。 

  

  付 則 

この要綱は、区長決定の日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 



 

  付 則 

この要綱は、区長決定の日から施行し、令和６年４月１日から適用する。 



別記 

保育従事職員等処遇改善事業 

 

１ 事業の対象となる職員の範囲等 

本事業の対象は、補助対象施設・事業に勤務する職員（非常勤職員を含み、法人役員

を兼務する施設長を除く。以下同じ。）とする。 

※ 職員には保育従事職員のほか、調理員や事務職員など、各施設・事業所に勤務す

る全ての職員が対象となる。ただし、保育所等と一体的に定期利用保育事業、病児・

病後児保育事業を実施している場合、保育所等のみに従事している職員は、対象外

とする。 

 

２ 事業の内容 

  職員に対して賃金改善を行う補助対象施設・事業に対して、当該賃金改善を行うた

めに必要な費用（以下「賃金改善部分」という。）を補助する。 

 

３ 賃金改善等の要件 

（１）職員に対する賃金改善を実施していること。 

※ 賃金改善とは、本事業の実施により、職員について、雇用形態、職種、勤続年数、

職責等が事業実施年度と同等の条件の下で、本事業実施前に適用されていた算定方

法に基づく賃金水準を超えて、賃金を引き上げることをいう。 

（２）本事業による賃金改善に係る計画書を作成すること。また、計画の具体的な内容を

職員に周知すること。 

※賃金改善計画書では、補助基準額以上の賃金改善を行うことを必要とする。 

（３）本事業による補助額は、職員の賃金改善及び当該賃金改善に伴い増加する法定福利

費等の事業主負担分に全額充てること。 

※ 法定福利費等の事業主負担分については、以下の算式により算定した金額を標準

とする。 

＜算式＞ 

「事業実施前年度における法定福利費等の事業主負担分の総額」÷「事業実施前年

度における賃金の総額」×「事業実施当年度の賃金改善額」 

（４）本事業による賃金改善が賃上げ効果の継続に資するよう、最低でも賃金改善の合計

額の３分の２以上は、基本給又は決まって毎月支払われる手当の引上げにより改善を

図ること。ただし、雇用後の想定外の退職等やむを得ない場合は、この限りではない。 

※ 決まって毎月支払われる手当に通勤手当や扶養手当を始めとする個人的な事情

に基づいて支払われる手当は含まない。 

（５）本事業により改善を行う賃金項目以外の賃金項目（業績等に応じて変動するものを



除く。）の水準を低下させていないこと。 

（６）本事業実施の翌年度以降においても、本事業により講じた賃金改善の水準を維持す

ること。 

 

４ 補助額の算定 

補助額は、施設・事業ごとに賃金改善部分について、別表に定める補助基準額を基に、

算定された額とする。 

 

５ 留意事項 

（１）事業実績報告書等により、補助対象施設・事業において実施された賃金改善の内容

が要件を満たさないことが確認された場合、特段の理由がある場合を除き、補助額の

全部又は一部について返還させる。 

（２）本事業による賃金改善については、次に規定する賃金改善額及び支払賃金には含め

ないこととする。 

  ア 保育士等キャリアアップ補助金（平成 27年９月 24日付 27福保子保第 515号）に

基づく板橋区保育士等キャリアアップ補助金（平成 29年９月 27日区長決定） 

  イ 東京都認証保育所事業（平成 13 年５月７日付 12 福保子第 1157 号）に規定する

「技能・経験に着目した加算」 

（３）補助額については、同一の設置者・事業者が運営する他の補助対象施設・事業にお

ける賃金改善に充てることができない。ただし、認証保育所については、その一部を

同一の設置者・事業者が運営する他の認証保育所における賃金の改善に充てることが

できる。 

 



別表 

施設・事業

所種別 
補助基準額 

補助対象

経費 

認証保育所 施設・事業所ごとに、次に掲げる要件全てに該当する場合に、表１の単価

表により職員 1人当たり単価に加算額の算定に用いる職員数及び賃金改善実

施月数を乗じて得た金額と、表２に定める加算額にひと月の平均年齢別在籍

児童数（注１）及び賃金改善実施月数を乗じて得た額を比較し、高い方の額 

 

１ 交付決定に係る要件 

賃金改善実施期間において、次の要件を満たす別紙様式２-１を板橋区長に

対して提出すること。 

（１）板橋区保育従事職員等処遇改善事業補助要綱（以下、本要綱という。）

による賃金改善の具体的な内容を職員に周知すること。 

（２）職員（非常勤職員及び法人の役員等を兼務している職員を含む。法人

の役員を兼務している施設長を除く。以下同じ。）に係る本要綱により改善を

行う部分の総額（当該補助に伴い増加する法定福利費等の事業主負担分を含

む。）が加算見込額を下回っていないこと。 

（３）本要綱による賃金改善見込額の総額の３分の２以上が、基本給又は決

まって毎月支払われる手当の引き上げによるものであること。 

 

２ 実績報告に係る要件 

加算当年度の翌年度速やかに、次の要件を満たす別紙様式１０-１を板橋区

長に対して提出すること。 

（１）職員の本要綱により改善を行う部分の総額（当該補助に伴い増加する

法定福利費等の事業主負担分を含む。）が加算実績額を下回っていないこと。 

（２）本要綱による賃金改善額の総額の３分の２以上が、基本給又は決まっ

て毎月支払われる手当の引き上げによるものであること。 

（３）職員の本要綱により改善を行う部分の総額（当該補助に伴い増加する

法定福利費等の事業主負担分を含む。）が加算実績額を下回った場合には、生

じた加算残額の全額を、速やかに加算当年度の加算対象職員の賃金（法定福

利費等の事業主負担分を含む。）として支払うこと。 

 

（表１） 

職員 1 人当たり単価 加算額の算定に用いる職員数（注２） 賃金改善実施月数 

11,030 円 人数Ｃ 月数 

 

 

保育従事

職員等の

処遇改善

に必要な

経費 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（表２） 

定員規模 年齢区分 加算額 賃金改善実施月数 

40 人以下 

0 歳児 8,350 円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

月数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１・２歳児 6,070 円 

３歳児 4,670 円 

４歳以上児 4,240 円 

41 人から 

50 人まで 

0 歳児 6,300 円 

１・２歳児 4,020 円 

３歳児 2,630 円 

４歳以上児 2,200 円 

51 人から 

60 人まで 

0 歳児 6,010 円 

１・２歳児 3,730 円 

３歳児 2,340 円 

４歳以上児 1,910 円 

61 人から 

70 人まで 

0 歳児 5,800 円 

１・２歳児 3,520 円 

３歳児 2,130 円 

４歳以上児 1,700 円 

71 人から 

80 人まで 

0 歳児 5,650 円 

１・２歳児 3,370 円 

３歳児 1,970 円 

４歳以上児 1,540 円 

81 人から 

90 人まで 

0 歳児 5,530 円 

１・２歳児 3,250 円 

３歳児 1,850 円 

４歳以上児 1,420 円 

91 人から 

100人まで 

 

0 歳児 5,390 円 

１・２歳児 3,110 円 

３歳児 1,720 円 

４歳以上児 1,290 円 

101人から 

110人まで 

0 歳児 5,320 円 

１・２歳児 3,040 円 

３歳児 1,640 円 

４歳以上児 1,210 円 

111人から 

120人まで 

0 歳児 5,250 円 

１・２歳児 2,970 円 

３歳児 1,580 円 

４歳以上児 1,150 円 
 

 



 

 

（注１）「ひと月の平均年齢別在籍児童数」は、加算当年度（加算を受けよう

とする年度。以下同じ。）の賃金改善実施期間における各月初日の年齢区分別

の在籍児童数の見込数の総数を賃金改善実施期間の月数で除して得た数（１

人未満の端数は四捨五入）とすること。在籍児童数の見込数については、過

去の実績等を勘案し、実態に沿ったものとすること。 

 

（注２）人数Ｃは、東京都認証保育所事業実施要綱（平成 13 年 5 月 7 日 12

福子推第 1157号）に定める「年齢別配置基準による職員数」の合計に、1.3

を乗じ、定員 30人以下の場合は 7.8、定員 31人から 40人以下の場合は 7.5、

定員 41人から 90人の場合は 8.7、定員 91人から 120人の場合は 8.4を加え

た人数とする。（1人未満の端数は四捨五入）。 

 

積算に関して、上記に定めがないものについては、別途都が定める認証保育

所処遇改善等加算の取扱い通知を準用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定期利用保

育事業 

施設・事業所 ごとに次により算出された額の合計額 

 

11,030円 ×賃金改善対象者数（※）×事業実施月数 

 

※「賃金改善対象者数」とは、賃金改善を行う常勤職員数に、１ヶ月当たり

の勤務時間数を就業規則等で定めた常勤の１ヶ月当たりの勤務時間数で除し

た非常勤職員数（常勤換算）を加えたものをいう。なお、「賃金改善対象者数」

については事業実施年度の４月１日現在で定期利用保育事業に従事する賃金

改善が行われている又は賃金改善を行う見込の職員により算出すること。た

だし、新規採用等により、賃金改善対象者数の増加が見込まれる場合には、

適宜賃金改善対象者数に反映し、算出すること。 

保育従事

職員等の

処遇改善

に必要な

経費 

 

 

 

 

 

病児・病後

児保育事業 

 

施設・事業所ごとに次により算出された額の合計額 

 

11,030円×賃金改善対象者数（※）×事業実施月数 

 

※「賃金改善対象者数」とは、賃金改善を行う常勤職員数に、１ヶ月当たり

の勤務時間数を就業規則等で定めた常勤の１ヶ月当たりの勤務時間数で除し

た非常勤職員数（常勤換算）を加えたものをいう。なお、「賃金改善対象者

数」については事業実施年度の４月１日現在で病児保育事業に従事する賃金

改善が行われている又は賃金改善を行う見込の職員により算出すること。た

だし、新規採用等により、賃金改善対象者数の増加が見込まれる場合には、

適宜賃金改善対象者数に反映し、算出すること。 

保育従事

職員等の

処遇改善

に必要な

経費 

 

 



 

 

別記第１号様式（第５条関係） 

 

                           年  月  日 

 

 

（宛先）板橋区長                         

 

 

事 業 者 名 

所  在  地 

連  絡  先 

                  代表者職氏名                

                  （施設名                          ） 

 

   

   年度 保育従事職員等処遇改善事業補助金交付申請書 

 

 

板橋区保育従事職員等処遇改善事業補助金について、下記のとおり交付されるよう関係書類を

添えて申請します。 

 

 

記 

 

 

１ 交付申請額     金           円 

 

 

２ 添付書類     保育従事職員等処遇改善事業賃金改善計画書 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

別記第２-１号様式（第５条関係） 

 

 
 

 

 

 

  

別記第２-１号様式（第５条関係） Ｃ　賃金改善内訳(職員別内訳)

色付きセルに入力ください。
合計Cの1 基本給等Cの2 その他

1 0円
Ａ　加算の要件について 2 0円

3 0円
4 0円
5 0円
6 0円
7 0円
8 0円

Ｂの1　見込在籍児童数 Ｂの2　加算額の算定に用いる職員数 9 0円
10 0円

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 ① 定員 人 11 0円
② 年齢別配置基準による職員数 人 12 0円

見込在籍児童数（４歳児以上） 人 13 0円
見込在籍児童数（３歳児） 人 14 0円
見込在籍児童数（1～２歳児） 人 15 0円

※算出方法を示した書類を添付すること。 　 見込在籍児童数（０歳児） 人 16 0円
17 0円

３歳児配置加算の適用（選択）→ 18 0円
③ 定員数による加配人数 人 19 0円
④ 算定職員数【②*1.3+③】 人 20 0円

21 0円
１人未満の端数は四捨五入(Bの２②に自動転記) 人 22 0円

23 0円
24 0円

円 円 25 0円
26 0円
27 0円
28 0円

（１）賃金改善について 29 0円
①の１ 加算の基準額（Bの１とBの２の大きい方）×実施期間（月）(1)③ 円 30 0円
①の２ 加算見込額【①＋(２)②ー(２)①】 円 31 0円

② 保育従事職員等処遇改善事業により改善を行う部分の総額（Ｃの１+Ｃの３） 円 0円 0円 0円
③ 賃金改善期間 年 年 月（実施期間 月） 0.0%

（２）他施設への配分等について
円 円

（３）【確認欄】事業者申請時の補助要件適否状況（審査結果を担保するものではない。）
① 加算見込額【（１）①の２】 円

② 円

要件１　 （３）①　≦　（３）② 適・申請可
要件２　 Ｃの２　≧　（３）② × ２／３ 申請不可

上記の内容について、全ての職員に対し周知をした上で、提出していることを証明いたします。
Ｄ　同一事業者内における拠出見込額・受入見込額一覧表

番号 都道府県名 市町村名 施設名※ 他事業所への拠出額 他事業所からの受入額

例１ 東京都 ○○市 ○○保育所 200,000円
年 月 日 東京都

事業者名 東京都
代表者名 東京都

東京都
東京都

0円 0円
※　同一事業者・設置者が運営する全ての認証保育所について記入すること。

合計

0

0.0%

月～ 基本給等の割合※6　（Cの2／Cの1）

加算により改善を行う部分の総額【（１）②】 0

①　拠出見込額 0 ②　受入見込額 0

①
0
0
0 総額

11,030 ×

０歳児 → 0

Ｂの1→ 0 Ｂの２→ 0

３歳児
×

→ 0
１，２歳児

４歳以上児 → 0
7.8

→ 0

平均 単価

１，２歳児 0 (0.00)

０歳児 0 (0.00)

４歳以上児配置加算の適用（選択）→

４歳以上児 0.0

３歳児 0 (0.00)

0 (0.00)

周知方法 その他の場合→
賃金改善の実施により、当該賃金改善を行う給与項目以外の給与水準を低下させていない→選択

保育従事職員等処遇改善事業による賃金改善に係る計画の「具体的内容」及び「周知方法」を選択・記載すること。

計画の内容 その他の場合→

見込に
よる児
童数

年度保育従事職員等処遇改善事業賃金改善計画書（認証保育所）

No 職員名
職種
※1

常勤・
非常勤
の別※2

常勤換
算値※3

加算により改善を行う部分　※4 増加する事業主負担分C
の3　※5 備考

【記入における留意事項】

※1 施設に現に勤務している職員全員(職種を問わず、非常勤を含む。)を記入すること。
※2 「常勤」とは、東京都認証保育所事業実施要綱に定める「常勤職員」とし、「非常勤」とは常勤以外の者をいう。

※3 常勤換算値について、常勤の者については1.0とし、非常勤の者については、以下の算式によって得た値とする。

〔算式〕 常勤以外の職員の１か月の勤務時間数の合計÷各施設・事業所の就業規則等で定めた常勤職員の１か月の勤務

時間数 ＝ 常勤換算値"

※4 賃金改善に伴い増加する法定福利費等の事業主負担分を除く。

※5 増加する事業主負担分とは、「賃金改善に伴い増加する法定福利費等の事業主負担分」を言う。以下の算式により算

定することを標準とする。
〔算式〕加算前年度における法定福利費等の事業主負担分の総額÷加算前年度における賃金の総額×賃金改善額

※6 「保育従事職員等処遇改善事業による賃金改善見込額」に占める「基本給及び決まって毎月支払う手当による金額」

の割合が３分の２以上であることが必要。法定福利費等の事業主負担額を除く。

※Cの2 基本給等とは、「基本給及び決まって毎月支払う手当」を言う。

定員数による加配
下限 上限値 加配値

30 7.8

31 40 7.5

41 90 8.7

91 120 8.4

Cの1

Cの2

Cの3



 

 

別記第２-２号様式（第５条関係） 

 

 
 

  

１．補助額

年 月 年 月

２．賃金改善額

円

※黄色のセルについて記入をお願いいたします。

上記の内容について、全ての職員に対し周知をした上で、提出していることを証明いたします。

事業者名

代表者名

④　うち、基本給又は決まって毎月
　　支払う手当による賃金改善見込額

　　　年度

月年

円

①　事業実施期間

②　補助基準額（     年度）

～

　　年度　保育従事職員等処遇改善事業賃金改善計画書（病児保育事業・定期利用保育事業）

区市町村名

施設・事業所名

事業類型

③　賃金改善見込額 円

⑥　本事業による賃金改善に係る計画の
　　具体的内容を職員に周知していること

⑦　本事業による賃金改善の継続の有無

⑤　賃金改善に伴い増加する法定福利費
　　等の事業主負担分

円

日



 

 

別記第２-２号様式別添 

 

 
 

  

別記第２-２号様式別添

施設・事業所名

( 年度）

⑩賃金改善見込額（令和　年度の総額）

⑤１ヶ月当た
りの勤務時間

数

⑥就業規則等で定めた
常勤の１ヶ月当たりの

勤務時間数
⑦常勤換算値

⑪基本給又は決
まって毎月支払う

手当
⑫その他

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

※施設・事業所で勤務する職員のうち、賃金改善を行う者（職種問わず、非常勤を含み、法人役員を兼務する施設長を除く。）を記載すること。

※行が足りない場合は適宜追加すること。

合計

⑨補助基準額
（③×④or⑦

×⑧）

賃金改善内訳（職員別内訳）

NO. 職員名
②常勤・非常勤の

別

非常勤職員数
（常勤換算）

⑬賃金改善に伴
う法定福利費等
の事業主負担分

の増分

⑭１月当たりの平
均賃金改善見込額

①職種 ⑮備考
③補助単価
（月額）

④常勤職
員数

⑧賃金改善
実施月数



 

 

別記第３号様式（第６条関係）                      

文  書  番  号                

                      年   月   日 

 

 

 

                 様 

 

 

                     板橋区長           

 

 

    年度 板橋区保育従事職員等処遇改善事業補助金交付決定通知書 

 

 

    年 月 日付で交付申請のあった    年度板橋区保育従事職員等処遇改善事業補助

金について、下記のとおり交付決定したので通知します。 

 

記 

 

交付決定額     金           円 

 

 

※この補助金は、下記の賃金改善等の要件を付して交付する。 

 

（１）本事業による賃金改善に係る計画の具体的な内容を職員に周知すること。 

（２）本事業による補助額は、職員の賃金改善及び当該賃金改善に伴い増加する法定福利費等

の事業主負担分に全額充てること。 

（３）本事業による賃金改善が賃上げ効果の継続に資するよう、最低でも賃金改善の合計額の

３分の２以上は、基本給又は決まって毎月支払われる手当の引上げにより改善を図ること。 

（４）本事業により改善を行う賃金項目以外の賃金項目（業績等に応じて変動するものを除く。）

の水準を低下させていないこと。 

（５）次年度以降においても、本事業により講じた賃金改善の水準を維持すること。 

（６）実績報告により、実際に賃金改善に要した経費が、交付額を下回る場合には、その差額

の返還を行うこと。 

（７）虚偽又は不正の手段により、補助事業の交付を受けた場合には、すでに交付された一部

又は全部の交付額の返還を行うこと。  



 

 

別記第４号様式（第６条関係）                      

文  書  番  号 

                              年  月   日           

                                  

 

 

        

               様 

 

   

板橋区長           

 

 

 

    年度 板橋区保育従事職員等処遇改善事業補助金不交付決定通知書 

 

 

    年 月 日付で交付申請のあった    年度板橋区保育従事職員等処遇改善事業補助

金の交付申請について、下記のとおり不交付と決定したので通知します。 

 

 

記 

 

  

 １ 不交付決定の理由 

 

  



 

 

別記第５号様式（第７条関係） 

 

                           年  月  日 

 

 

（宛先）板橋区長                         

 

事 業 者 名 

所  在  地 

連  絡  先 

                  代表者職氏名                

                  （施設名                          ） 

 

 

   

     年度 保育従事職員等処遇改善事業補助金変更交付申請書 

 

 

板橋区保育従事職員等処遇改善事業補助金について、下記のとおり変更交付されるよう関係書

類を添えて申請します。 

 

記 

 

 

１ 変更交付申請額     金           円 

 

（内訳） 

（１） 変更交付申請額               円   

（２） 既交付決定額                円 

（３） 差引追加（△）減額             円 

 

２ 変更の理由 

 

 

 

 

 

３ 添付書類 

  保育従事職員等処遇改善事業賃金改善変更計画書 

  
 

 

 

 

  



 

 

別記第６-１号様式（第７条関係） 

 
 

  

別記第６-１号様式（第７条関係） Ｃ　賃金改善内訳(職員別内訳)

色付きセルに入力ください。
合計Cの1 基本給等Cの2 その他

1 0円
Ａ　加算の要件について 2 0円

3 0円
4 0円
5 0円
6 0円
7 0円
8 0円

Ｂの1　見込在籍児童数 Ｂの2　加算額の算定に用いる職員数 9 0円
10 0円

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 ① 定員 人 11 0円
② 年齢別配置基準による職員数 人 12 0円

見込在籍児童数（４歳児以上） 人 13 0円
見込在籍児童数（３歳児） 人 14 0円
見込在籍児童数（1～２歳児） 人 15 0円

※算出方法を示した書類を添付すること。 　 見込在籍児童数（０歳児） 人 16 0円
４歳以上児配置加算の適用（選択）→ 17 0円
３歳児配置加算の適用（選択）→ 18 0円

③ 定員数による加配人数 人 19 0円
④ 算定職員数【②*1.3+③】 人 20 0円

21 0円
１人未満の端数は四捨五入(Bの２②に自動転記) 人 22 0円

23 0円
24 0円

円 円 25 0円
26 0円
27 0円
28 0円

（１）賃金改善について 29 0円
①の１ 加算の基準額（Bの１とBの２の大きい方）×実施期間（月）(1)③ 円 30 0円
①の２ 加算見込額【①＋(２)②ー(２)①】 円 31 0円

② 保育従事職員等処遇改善事業により改善を行う部分の総額（Ｃの１+Ｃの３） 円 0円 0円 0円
③ 賃金改善期間 年 年 月（実施期間 月） 0.0%

（２）他施設への配分等について
円 円

（３）【確認欄】事業者申請時の補助要件適否状況（審査結果を担保するものではない。）
① 加算見込額【（１）①の２】 円

② 円

要件１　 （３）①　≦　（３）② 適・申請可
要件２　 Ｃの２　≧　（３）② × ２／３ 申請不可

上記の内容について、全ての職員に対し周知をした上で、提出していることを証明いたします。
Ｄ　同一事業者内における拠出見込額・受入見込額一覧表

番号 都道府県名 市町村名 施設名※ 他事業所への拠出額 他事業所からの受入額

例１ 東京都 ○○市 ○○保育所 200,000円
年 月 日 東京都

事業者名 東京都
代表者名 東京都

東京都
東京都

0円 0円
※　同一事業者・設置者が運営する全ての認証保育所について記入すること。

年度保育従事職員等処遇改善事業賃金改善変更計画書（認証保育所）

No 職員名
職種
※1

常勤・
非常勤
の別※2

常勤換
算値※3

加算により改善を行う部分　※4 増加する事業主負担分C
の3　※5 備考

周知方法 その他の場合→
賃金改善の実施により、当該賃金改善を行う給与項目以外の給与水準を低下させていない→選択

保育従事職員等処遇改善事業による賃金改善に係る計画の「具体的内容」及び「周知方法」を選択・記載すること。

計画の内容 その他の場合→

見込に
よる児
童数

４歳以上児 0.0

３歳児 0 (0.00)

0 (0.00)

平均 単価

１，２歳児 0 (0.00)

０歳児 0 (0.00)

３歳児
×

→ 0
１，２歳児

４歳以上児 → 0
7.8

→ 0
０歳児 → 0

Ｂの1→ 0 Ｂの２→

11,030 ×

①
0
0
0 総額

月～ 基本給等の割合※6　（Cの2／Cの1）

加算により改善を行う部分の総額【（１）②】 0

①　拠出見込額 0 ②　受入見込額 0

合計

0.0%

0

【記入における留意事項】

※1 施設に現に勤務している職員全員(職種を問わず、非常勤を含む。)を記入すること。
※2 「常勤」とは、東京都認証保育所事業実施要綱に定める「常勤職員」とし、「非常勤」とは常勤以外の者をいう。

※3 常勤換算値について、常勤の者については1.0とし、非常勤の者については、以下の算式によって得た値とする。

〔算式〕 常勤以外の職員の１か月の勤務時間数の合計÷各施設・事業所の就業規則等で定めた常勤職員の１か月の勤務

時間数 ＝ 常勤換算値"

※4 賃金改善に伴い増加する法定福利費等の事業主負担分を除く。

※5 増加する事業主負担分とは、「賃金改善に伴い増加する法定福利費等の事業主負担分」を言う。以下の算式により算

定することを標準とする。
〔算式〕加算前年度における法定福利費等の事業主負担分の総額÷加算前年度における賃金の総額×賃金改善額

※6 「保育従事職員等処遇改善事業による賃金改善見込額」に占める「基本給及び決まって毎月支払う手当による金額」

の割合が３分の２以上であることが必要。法定福利費等の事業主負担額を除く。

※Cの2 基本給等とは、「基本給及び決まって毎月支払う手当」を言う。

定員数による加配
下限 上限値 加配値

30 7.8

31 40 7.5

41 90 8.7

91 120 8.4

Cの1

Cの2

Cの3



 

 

別記第６-２号様式（第７条関係） 

 

 
 

 

  

１．補助額

年 月 年 月

２．賃金改善額

円

※黄色のセルについて記入をお願いいたします。

上記の内容について、全ての職員に対し周知をした上で、提出していることを証明いたします。

事業者名

代表者名

日

⑥　本事業による賃金改善に係る計画の
　　具体的内容を職員に周知していること

⑦　本事業による賃金改善の継続の有無

年 月

④　うち、基本給又は決まって毎月
　　支払う手当による賃金改善見込額

⑤　賃金改善に伴い増加する法定福利費
　　等の事業主負担分

円

②　補助基準額（     年度） 円

　　　年度

③　賃金改善見込額 円

　　年度　保育従事職員等処遇改善事業賃金改善変更計画書（病児保育事業・定期利用保育事業）

区市町村名

施設・事業所名

事業類型

①　事業実施期間 ～



 

 

別記第６-２号様式別添 

 
 

 

 

 

 

 

  

施設・事業所名

(令和 年度）

⑩賃金改善見込額（令和　年度の総額）

⑤１ヶ月当た
りの勤務時間

数

⑥就業規則等で定めた常
勤の１ヶ月当たりの勤務

時間数
⑦常勤換算値

⑪基本給又は決
まって毎月支払う

手当
⑫その他

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

※施設・事業所で勤務する職員のうち、賃金改善を行う者（職種問わず、非常勤を含み、法人役員を兼務する施設長を除く。）を記載すること。

合計

※行が足りない場合は適宜追加すること。

⑨補助基準額
（③×④or⑦×

⑧）

⑬賃金改善に伴
う法定福利費等
の事業主負担分

の増分

⑭１月当たりの平
均賃金改善見込額

⑮備考

賃金改善内訳（職員別内訳）

NO. 職員名 ①職種
②常勤・非常勤の

別
③補助単価
（月額）

④常勤職
員数

非常勤職員数
（常勤換算）

⑧賃金改善
実施月数



 

 

 

別記第７号様式（第７条関係）                     

文  書  番  号 

                             年   月   日 

                                     

  

 

様 

 

 

板橋区長                

 

 

 

    年度 板橋区保育従事職員等処遇改善事業補助金変更交付決定通知書 

 

 

    年 月 日付で変更交付申請のあった     年度板橋区保育従事職員等処遇改善事

業補助金について、下記のとおり変更交付決定したので通知します。 

 

記 

 

変更交付決定額     金           円 

 

（内訳） 

（１） 変更交付申請額               円   

（２） 既交付決定額                円 

（３） 差引追加（△）減額             円 

 

※この補助金は、下記の賃金改善等の要件を付して交付する。 

 

（１）本事業による賃金改善に係る計画の具体的な内容を職員に周知すること。 

（２）本事業による補助額は、職員の賃金改善及び当該賃金改善に伴い増加する法定福利費等

の事業主負担分に全額充てること。 

（３）本事業による賃金改善が賃上げ効果の継続に資するよう、最低でも賃金改善の合計額の

３分の２以上は、基本給又は決まって毎月支払われる手当の引上げにより改善を図ること。 

（４）本事業により改善を行う賃金項目以外の賃金項目（業績等に応じて変動するものを除く。）

の水準を低下させていないこと。 

（５）次年度以降においても、本事業により講じた賃金改善の水準を維持すること。 

（６）実績報告により、実際に賃金改善に要した経費が、交付額を下回る場合には、その差額

の返還を行うこと。 

（７）虚偽又は不正の手段により、補助事業の交付を受けた場合には、すでに交付された一部

又は全部の交付額の返還を行うこと。 

  



 

 

 

別記第８号様式（第８条関係）                     

  年  月  日 

 

 

 

    年度 板橋区保育従事職員等処遇改善事業補助金請求書 

 

 

（宛先）板橋区長 

 

事 業 者 名 

所  在  地 

連  絡  先 

                  代表者職氏名                

                  （施設名                          ） 

 

 

板橋区保育従事職員等処遇改善事業補助要綱に基づき交付決定された    年度板橋区保

育従事職員等処遇改善事業補助金について、下記のとおり請求します。 

 

                                      

 

                  

  

金 額 
百 

 

十 

 

万 

 

千 

 

百 

 

十 

 

円 

 



 

 

別記第９号様式（第１４条関係） 

                           年  月  日 

 

 

（宛先）板橋区長                         

 

                           

事 業 者 名 

所  在  地 

連  絡  先 

                  代表者職氏名                

                  （施設名                          ） 

 

 

     年度 保育従事職員等処遇改善事業補助金実績報告書 

 

 

板橋区保育従事職員等処遇改善事業補助要綱第１４条の規定に基づき、下記のとおり関係書類

を添えて報告します。 

 

 

記 

 

 

１ 交付決定額     金          円 

 

２ 賃金改善額     金          円 

 

３ 返還額       金          円 

 

４ 添付書類        

保育従事職員等処遇改善事業賃金改善実績報告書 

 

 

 

 

 

  



 

 

別記第１０-１号様式（第１４条関係） 

 
 

 

 

 

  

別記第１０-１号様式（第１４条関係） B　賃金改善内訳(職員別内訳)

色付きセルに入力ください。 Bの1 基本給等Bの2 その他
1 0円

A　同一事業者内における拠出実績額・受入実績額一覧表 2 0円
3 0円
4 0円
5 0円
6 0円
7 0円
8 0円
9 0円

※　同一事業者・設置者が運営する全ての認証保育所について記入すること。 10 0円
11 0円
12 0円
13 0円

（１）加算（実績）額 14 0円
① 加算の基準額 円 15 0円
② 円 16 0円
③ 事業実施期間 年 年 月（実施期間 月） 17 0円

18 0円
19 0円

（２）保育従事職員等処遇改善事業により改善を行う部分の総額 20 0円
総額（②＋③） 円 21 0円

② 改善を行う部分（Bの1再掲） 円 22 0円
③ ②に伴い増加する事業主負担分（Bの3再掲） 円 23 0円

24 0円
25 0円

（３）他施設への配分等について 26 0円
① 拠出額 円 27 0円
② 受入額 円 28 0円

29 0円
30 0円

（４）加算残額の取扱い 31 0円
① 円 32 0円

※（１）②－（２）①（千円未満の端数切捨て） 33 0円
② 円 34 0円
③ 円 0円 0円 0円 1円 0円
④ 0.0%

（５）返還額
① 円

※ 賃金改善前後の賃金を定める規定等、必要な書類を添付すること。

上記の内容について、全ての職員に対し周知をした上で、提出していることを証明いたします。

年 月 日

備考
加算残額対
応Bの４

年度保育従事職員等処遇改善事業賃金改善実績報告書（認証保育所）
No 職員名

職種※
1

常勤・非
常勤の別

※2

常勤換算
値※3

番号 都道府県 市町村 施設名※ 他事業所への拠出額 他事業所からの受入額

加算により改善を行う部分　※4 増加する事業
主負担分Bの3

※5

賃金改善
月額※6

東京都
例１ 東京都 〇〇市 〇〇保育所 200,000 0

東京都
東京都

0

合計 0 0
東京都

加算実績額【①＋（３）②－（３）①】 0
月～

① 0
0

0

加算実績額と改善部分の総額との差額※ 0

0

0

③の発生理由（例：法定福利費等の事
業主負担増加額が計画時より少ないこ
とにより生じた差額。）

基本給等の割合※7（Bの2／Bの1）

加算残額に対応した賃金（Bの4） 0

その他の残額（返還不要相当） 総額

代 表 者 名
事 業 者 名

返還額【（４）①－（４）②－（４）③】 0

【記入における留意事項】

※1 施設に現に勤務している職員全員(職種を問わず、非常勤を含む。)を記入すること。
※2 「常勤」とは、東京都認証保育所事業実施要綱に定める「常勤職員」とし、「非常勤」とは常勤以外の者をいう。

※3 常勤換算値について、常勤の者については1.0とし、非常勤の者については、以下の算式によって得た値を記入すること。

〔算式〕常勤以外の職員の１か月の勤務時間数の合計÷各施設・事業所の就業規則等で定めた常勤職員の１か月の

勤務時間数＝常勤換算値

※4 賃金改善に伴い増加する法定福利費等の事業主負担分を除く。

※5 賃金改善に伴い増加する法定福利費等の事業主負担分については以下の算式により算定することを標準とする。

〔算式〕加算前年度における法定福利費等の事業主負担分の総額÷加算前年度における賃金の総額×賃金改善額
※6 職員ごとの賃金改善月額について以下の算式によって得た金額を記入すること。

〔算式〕当該年における賃金改善額÷賃金改善実施期間÷常勤換算値＝賃金改善月額

※7 「保育従事職員等処遇改善事業による賃金改善額」に占める「基本給及び決まって毎月支払う手当による金額」の割合

が３分の２以上であることが原則。法定福利費等の事業主負担額を除く。

※Bの2 基本給等とは、「基本給及び決まって毎月支払う手当」とする。

※Bの4 加算残額対応とは、「加算残額の取扱い（認証保育所処遇改善等加算について 3（４））」による。

Bの1

Bの2

Bの3

Bの4



 

 

別記第１０-２号様式（第１４条関係） 

 

 

 

  

１．補助額

年 月 年 月

２．賃金改善額

※黄色のセルについて記入をお願いいたします。

※賃金改善前後の賃金を定める規定等、必要な書類を添付すること。

上記の内容について、全ての職員に対し周知をした上で、提出していることを証明いたします。

事業者名

代表者名

日年 月

⑦　本事業による賃金改善の継続の有無

④　うち、基本給又は決まって毎月
　　支払う手当による賃金改善額

円

⑥　本事業による賃金改善に係る計画の
　　具体的内容を職員に周知していること

　　　年度

②　補助基準額（    年度） 円

⑤　賃金改善に伴い増加する法定福利費
　　等の事業主負担分

円

③　賃金改善額 円

　　年度　保育従事職員等処遇改善事業賃金改善実績報告書（病児保育事業・定期利用保育事業）

①　事業実施期間 ～

区市町村名

施設・事業所名

事業類型



 

 

 

別記第１０-２号様式別添 

 

 

 

 

 

  

別記第１０-２号様式別添

施設・事業所名

( 年度）

⑩賃金改善額（令和　年度の総額）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

# 13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

※施設・事業所で勤務する職員のうち、賃金改善を行う者（職種問わず、非常勤を含み、法人役員を兼務する施設長を除く。）を記載すること。

※行が足りない場合は適宜追加すること。

賃金改善内訳（職員別内訳）

合計

⑭１月当たりの平
均賃金改善額

⑦常勤換算値

⑪基本給又は決
まって毎月支払う

手当

NO. 職員名 ①職種
③補助単価
（月額）

④常勤職
員数

⑧賃金改善
実施月数

②常勤・非常勤の
別

非常勤職員数
（常勤換算） ⑨補助基準額

（③×④or⑦×
⑧）

⑮備考
⑤１ヶ月当たり
の勤務時間数

⑬賃金改善に伴
う法定福利費等
の事業主負担分

の増分
⑫その他

⑥就業規則等で定めた
常勤の１ヶ月当たりの

勤務時間数



 

 

 

別記第１１号様式（第１５条関係）                      

文  書  番  号 

                                  年   月   日           

                                  

 

        

               様 

 

   

板橋区長           

 

 

 

    年度 板橋区保育従事職員等処遇改善事業補助金交付額確定通知書 

 

 

   年 月 日付をもって提出された実績報告書を審査した結果、    年度板橋区保育従

事職員等処遇改善事業補助金については、板橋区保育従事職員等処遇改善事業補助要綱第１５

条に基づき下記のとおり確定したので通知します。 

 

 

記 

 

 

  １ 補助金確定額     金          円 

 

 

  ２ 返還額がある場合 

 

    板橋区保育従事職員等処遇改善事業補助要綱第１８条に基づき、  年 月 日までに

返還するよう命じます。 

 

（１） 補助金確定額            円 

（２） 既交付済額             円 

（３） 返還額               円 
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